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はじめに（計画策定の趣旨） 

我が国では、昨今の人口減少や高齢化、ライフスタイルの多様化などにより、これまで以

上に住民同士のつながりの希薄化が憂慮されています。また、このような事情を背景として、

近年、住民の抱える課題は多様化・複雑化しており、これまでのような縦割りの支援体制で

は、複合的な課題を抱えた住民に十分な支援が行き届かない可能性があります。 

 

そこで、高齢者・障がい者・子ども・生活困窮等の制度や分野の枠を超え、人と人、人と社

会がつながり助け合う「地域共生社会」を実現するため、令和２年６月に社会福祉法（以下、

「法」という。）が改正され、重層的支援体制整備事業（以下、「重層事業」という。）が新たに

位置付けられました。 

 

御船町においては、令和２年度は国のモデル事業「身近な相談拠点の設置事業」を、令

和３年度からは重層事業への移行準備事業を活用し、包括的な支援体制づくりを進めてき

ました。令和６年度からは同法に基づく本事業に移行し、また令和６年度を始期とする第４期

御船町地域福祉計画・第３期地域福祉活動計画を御船町社会福祉協議会とともに策定し、

総合的な福祉施策を推進しています。 

 

この度、法第１０６条の５の規定に基づき、重層事業を適切かつ効果的に実施するため、

当町における重層事業の提供体制に関する事項を定めた「御船町重層的支援体制整備事

業実施計画」を策定しました。 

 

重層事業をよりよく活用して包括的な支援体制の整備を推進していくに当たり、本計画を

活用し、地域福祉計画に掲げる基本理念である「みんなで支え合い 健康で安心のある暮ら

し」の実現を目指します。 
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１ 重層的支援体制整備事業について 

（１）重層的支援体制整備事業の概要 

 令和３（2021）年４月に創設された重層的支援体制整備事業は、地域共生社会の実現を

目的として、社会的孤立や育児と介護のダブルケア、８０５０問題など、従来の高齢者・障が

い者・子ども・生活困窮者といった対象者別の制度では十分にケアしきれない複雑化・複合

化したケースについて対応していくため、市町村が創意工夫をもって包括的な支援体制を円

滑に構築し、悩みを抱えた人・世帯に寄り添った伴走型の支援を行う仕組みをつくることがで

きるよう設けられた事業です。 

 また、本事業は、既存の相談支援や地域づくり支援等、各分野の制度や縦割りのハードル

を下げることにより各分野間のスムーズな連携を促し、市町村全体の支援機関・地域の関係

者が相談を断らず受け止め、つながり続ける支援体制を構築することをコンセプトに、「世代

や属性を問わない相談支援」、「多様な社会参加支援」、「地域づくりに向けた支援」を一体

的に実施することとされています。 

 

 

【法に基づく重層的支援体制整備事業の全体イメージ】 
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（２）御船町における重層的支援体制整備事業の方向性 

 生活課題が多様化する世帯が増加する中、これらの課題に対応していくため、当町では、 

令和２（2020）年４月に総合相談窓口として御船町社会福祉協議会内に「くらしの相談窓口」

を設置し、切れ目のない相談支援の取組を進めてきました。 

さらに、令和６（2024）年３月に策定した第４期御船町地域福祉計画・第３期御船町地域

福祉活動計画では、「みんなで支え合い 健康で安心のある暮らし」を基本理念とし、「“お互

いさま”で支え合う地域づくり」など４つの基本目標を設定し、行政、社会福祉協議会、福祉

関係の事業所、そして地域といった多様な主体が協働した取組を進めています。 

これらのことを踏まえ、当町が重層的支援体制整備事業を実施するに当たっては、これま

での取組を最大限に生かしつつ、各分野で従来から進めてきた「相談」「社会参加」「地域づ

くり」の支援を横断的かつ一体的に実施することで、地域共生社会の実現に向けた当町の地

域福祉計画・地域福祉活動計画の取組の一層の強化を図り、人と人、人と地域がつながり、

支え合う地域づくりを目指します。 
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２ 重層的支援体制整備事業実施計画の策定について 

（１） 計画の位置づけ 

 本計画は、法第１０６条の５の規定に基づき、重層事業の提供体制に関する事項等を定め

る計画として策定するものです。 

 また、本計画は、第４期御船町地域福祉計画における「包括的な支援体制の整備」に資

する計画であることから、地域福祉計画の附属計画として位置づけるとともに、総合計画や

地域福祉計画を上位計画とする各分野の個別計画及び地域福祉計画と一体的に策定し

両輪で進める御船町社会福祉協議会の地域福祉活動計画との整合性・調和を図りながら

推進していきます。 
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（２） 計画期間 

本計画の計画期間は、令和７年(2025)１０月から第４期地域福祉計画・第３期地域福祉活

動計画の終期である令和１０（2028）年度までとします。 
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３ 現状の課題と今後取り組むべき重要事項 

（１）現状把握のためのヒアリング等について 

 当町では、令和２年度のモデル事業、令和３年度から令和５年度まで実施した移行準備

事業、また令和６年度以降実施している法に基づく重層事業を通して、包括的な支援体制

の整備を継続して進めてきました。 

 今後の事業の継続を判断するに当たり、上記の取組を実施する中でできるようになったこと

や、現行の体制における課題、重層事業を実施することで期待できる展開について把握・分

析するため、これまでの取組の振り返りの他、次のとおり関係団体（組織）を対象にヒアリング

を実施しました。 

  

 １．ヒアリング先 

 ①庁内機関 

 …介護保険係、地域包括支援センター、子育て支援係、健康推進係、学校教育係、課 

  税係、徴収係、維持管理係、環境衛生係（課名省略） 

 

 ②庁外機関 

 …御船町社会福祉協議会、相談支援事業所プルメリア、上益城福祉事務所、御船保健 

  所、熊本中央児童相談所、上益城教育事務所（SSW）、NPO法人子育て談話室、御 

  船町民生委員児童委員協議会、社会福祉法人三幸（アドバイザリー業務受託事業者） 

 

 以上18機関 

 

 ２．実施期間 

 令和７年５月２６日～７月３日 

 

 ３．実施方法 

 電子メールまたは対面による 

  

 上記のヒアリングを踏まえ、重層事業の効果や課題等を次のとおり整理しました。 

 なお、熊本県所管の機関には、ヒアリングと併せて事業の説明を改めて行い、町の取組へ

の理解と今後の連携について協力を求めました。 

  



8 

 

（２）重層事業により向上した事項 

 当町では、従来から相談窓口を有する各部署の主催により、個人や世帯の支援を検討す

る会議が適宜開催されてきました。しかし、一つの相談窓口が持つ社会資源等の情報は限

られているのが現状です。 

 また、住民個人ではなく世帯全体として捉えたときに、世帯が抱える課題が多分野にまた

がる場合も多くあります。このような場合、他分野にまたがる課題にアプローチするための会

議を１つの機関で開催することは困難であり、結果的に、議論するテーマは限定的にならざ

るを得ませんでした。 

 しかし、本事業により多機関協働事業者が招集する各種会議の開催が可能となり、１つの

相談支援機関では開催が困難だった多様な主体が参加する会議が実現しました。 

 また、世帯全体に対する課題に対し、各分野が関わりを持ち継続して支援することで、各

分野の支援機関の役割が明確化し、より効率的な支援が可能となりました。 

 

 今回のヒアリングにおいても、 

 

 ○複合化した課題を抱えた世帯の支援に際し、適切な支援機関同士で役割分担できた。 

 ○主となる支援機関以外でも関わりが続いている。 

 ○通常業務では関わりのない外部の機関とも情報共有できるようになった。 

 ○対応困難な事例に対し、（自らの）組織として対応可能な範囲が広がった。 

 ○世帯支援に他機関がどのように関わっているのか、定期的に進捗が共有できている。 

 ○一つの機関で抱え込まなくてよいという安心感が得られている。 

 

 等の意見があり、重層事業に取り組むことでそれぞれの支援機関が垣根を低く感じるように

なり、風通しのよい関係の構築が進んでいます。 

  



9 

 

（３）現状における課題 

 これまでの取組の振り返りや今回のヒアリングを踏まえ、現状における課題を次のとおりまと

めました。 

 

 １．相談支援機関等での受付及び相談対応における課題 

 ○職員間または職種間で、他の機関へつなぐべき事例かどうかや、どこの機関につなぐべ 

 きかといった判断に差があり、連携にまで至らないケースがある。 

 ○自部署や平常時から関係のある機関以外でどのような支援が行われているのかの情報 

 が少なく、支援の可能性を取りこぼしている可能性がある。 

 

 

 ２．包括的な支援体制の整備における課題 

 ○重層事業や包括的な支援体制の必要性の庁内外、また地域への浸透不足が見られ 

る。 

 ○個人情報保護規定（守秘義務）に関する懸念からの情報共有・情報提供への躊躇が推 

測される。 

 ○課題に自覚のない個人や世帯にも支援が届くような仕組みづくりが必要。 

 

 

 ３．重層的支援体制整備事業における課題 

 

  【各種会議体について】 

 ○参加者の時間的負担の軽減など、実施方法の再検証が必要。 

 ○他の支援会議との違いが不明確。 

 

  【多機関協働事業について】 

 ○相談支援包括化推進員の役割の浸透不足が見られる。 

 ○会議における参加者の主体性を引き出す進行や支援のコーディネートが必要。 

 ○参加支援事業とアウトリーチ等事業に関して、より有効に活用する余地がある。 

 ○新たな支援機関とのつながりの創出が必要。 

 〇支援ニーズの拾い上げに対する工夫が必要。 
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  【アウトリーチ等を通じた継続的な支援事業について】 

 ○潜在的対象者の把握やアプローチの工夫が必要。 

 ○支援経験を重ねることによるノウハウの実装が求められる。 

 ○目的や目標、回数等を定めた計画的・効果的な支援の実施が必要。 

 

  【参加支援事業について】 

 ○地域にどのような資源があるのかのさらなる把握が必要。 

 ○民間事業者を含めた事業の周知が必要。 

 ○ニーズに応じた社会資源や活動の場の新たな創出が必要。 

 ○目的や目標、回数等を定めたより計画的・効果的な支援の実施が必要。 
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（４）今後取り組むべき重要事項 

 上述の現状把握を踏まえると、今後引続き重層事業に取り組み支援の実績を重ねること

により、さらに包括的な支援体制が推進されることが期待できます。 

 より効果的な支援体制の構築のために、取り組むべき重要事項をまとめました。 

 

 ○庁内外の各機関や民間事業者の住民支援に関わる各事業の共有 

 ○支援の役割分担が進むことによる課題解決の効率化及び支援者の負担軽減 

 ○「どのようなケースを重層事業につなぐとよいか」の基準の明確化と共有 

 ○職員が自部署以外の機関と「つながる」力、また「つなぐ」力の平準化 

 

これらの事項に注目しながら引続き重層事業を実施することで、包括的な支援体制の整

備をさらに推進します。このことにより、制度・分野ごとの垣根や「支え手」「受け手」という関係

を超えて、人と人とがつながり支えあう「地域共生社会」の実現を目指すこととし、そのための

具体的な実施体制を次頁から記します。 
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４ 各事業の実施体制 

（１）包括的相談支援に関する体制 

 御船町における包括的な相談支援は、高齢・障がい・子ども・生活困窮の各分野に窓口を

設け、それぞれが連携・協働しながら支援を行うこととします。 

 その際、他分野の課題があってもそれらを一旦は受け止め、他の相談支援機関に適切に

つなぐことが重要であり、つなぎ先が明確でなかったり、課題が既存の分野に分類できない複

雑なものである場合等は、課題の解きほぐしと適切な機関へのつなぎ直しのため、多機関協

働事業者が支援します。 

 当町における包括的な相談支援体制は次のとおりです。 

 

１．高齢分野 

 ①事業名 地域包括支援センターの運営事業 

 ②設置数 １ヶ所 

    ③支援対象者 ６５歳以上の高齢者及びその家族等 

    ④設置形態 直営 

    ⑤実施機関名 御船町地域包括支援センター 

 

   ２．障がい分野 

    ①事業名 障がい者相談支援事業 

    ②設置数 １ヶ所 

    ③支援対象者 障害のある人及びその家族等 

    ④設置形態 委託 

    ⑤実施機関 業務遂行が可能な法人等 

             （令和７年度 相談支援事業所プルメリア（医療法人社団松本会）） 

 

   ３．子ども分野 

    ①事業名 利用者支援事業（基本型及びこども家庭センター型） 

    ②設置数 ２ヶ所（基本型：１ヶ所、こども家庭センター型：１ヶ所） 

    ③支援対象者 子ども及びその保護者等 

    ④設置形態 基本型：委託 

こども家庭センター型：直営 

    ⑤実施機関 基本型：業務遂行が可能な法人等 

                  （令和７年度 NPO法人子育て談話室） 

             こども家庭センター型：子育て支援係 
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   ４．生活困窮分野 

    ①事業名 生活困窮者自立支援事業 

    ②設置数 1ヶ所 

    ③支援対象者 現に生活に困窮している人及びその家族等 

    ④設置形態 県社協との実施協定 

    ⑤実施機関 社会福祉法人御船町社会福祉協議会 
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（２）多機関協働に関する体制 

 複数の分野にまたがる課題を抱える個人や世帯に対して、各支援関係機関における役割

分担等のコーディネートを行います。 

 また、各支援関係機関等だけでは対応が困難なケースについては、重層的支援会議を開

催し、支援プランの作成、適切性及び評価等について協議を行います。 

 この事業を円滑に進めるため、多機関協働を主導する専門員として「相談支援包括化推

進員」を配置するとともに、多機関協働事業者へ情報提供を行うための「情報提供票」を作

成し、支援が十分に行き届いていないケース等の情報集約の効率化を図ります。 

 

 なお、令和６年度までは委託により実施してきましたが、令和７年３月の国通知により、本

事業の全部を委託することは原則禁止となりました（令和７年度は経過措置あり）。これは、

多機関協働については市町村が責任を持って実施する必要があることによる見直しです。 

 当町においては、令和７年度は経過措置として委託事業を継続し、段階的に直営体制へ

移行することとします。 

 

    ①事業名 多機関協働事業 

    ②設置数 １ヶ所 

    ③職員配置 相談支援包括化推進員（１名） 

    ④支援対象者 複雑化・複合化した課題を抱えた方や支援の行き届いていない方 

    ⑤設置形態 委託（段階的に直営に移行予定） 

    ⑥実施機関 業務遂行が可能な法人等 

             （令和７年度 社会福祉法人御船町社会福祉協議会） 
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（３）アウトリーチ等を通じた継続的な支援に関する体制 

 アウトリーチ等の手法を用いて、支援が必要なのに届いていない人や世帯を必要な支援へ

結びつけます。併せて、町の相談支援機関においても、各支援関係機関等と連携し、必要

に応じてアウトリーチ等により相談支援を行います。 

 

    ①事業名 アウトリーチ等を通じた継続的な支援事業 

    ②設置数 １ヶ所 

    ③支援対象者 長期にわたりひきこもり状態にあるなど、潜在的な支援ニーズを抱え 

              た方 

    ④設置形態 委託 

    ⑤実施機関 業務遂行が可能な法人等 

             （令和７年度 社会福祉法人御船町社会福祉協議会） 

 

 

 

（４）参加支援に関する体制 

 既存の制度では対応できない支援ニーズに対して、地域における社会資源との調整、活

用及び開発を行い、社会とのつながりを構築し、社会参加につなげます。併せて、既存の社

会資源等の調整、活用及び新たな社会資源等を開発してニーズに対応した支援メニューを

増やします。 

 また、地域や受け入れ先が想定される企業等との連携構築や定着に向けた支援及び受け

入れ先等のフォローアップも行います。 

 

    ①事業名 参加支援事業 

    ②設置数 １ヶ所 

    ③支援対象者 社会とのつながりが薄く既存の取組では対応できない状態にある方 

    ④設置形態 委託 

    ⑤実施機関 業務遂行が可能な法人等 

             （令和７年度 社会福祉法人御船町社会福祉協議会） 
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（５）地域づくりに関する体制 

１．地域介護予防活動支援事業 

    ①事業内容  

     誰でも一緒に参加することのできる介護予防活動を地域の公民館等で実施する。ま 

     た、介護予防活動を支えるボランティア（介護予防生活支援サポーター）の養成を 

行う。  

    ②設置数 元気クラブ １０ヶ所、その他 ３ヶ所 

    ③事業対象者 主に６５歳以上の方及びその支援者 

    ④実施形態 委託 

    ⑤実施機関 業務遂行が可能な法人等 

             （令和７年度 社会福祉法人御船町社会福祉協議会） 

 

 

  ２．生活支援体制整備事業 

    ①事業内容  

     多様な主体による多様な取組のコーディネート業務を実施することにより、地域の 

     生活支援等の一体的な提供体制の整備を推進し、高齢者の社会参加の推進を図 

る。 

    ②設置数 １ヶ所 

    ③事業対象者 主に６５歳以上の地域住民 

    ④実施形態 委託 

    ⑤実施機関 業務遂行が可能な法人等 

             （令和７年度 社会福祉法人御船町社会福祉協議会） 

 

 

  ３．地域活動支援センター 

   ①事業内容  

    ものをつくり出す創作的・生産的活動や、社会との交流を増やす活動などを行う場所 

    として、障がいのある人の地域生活を支援する。 

   ②設置数 上益城圏域に３ヶ所 

   ③実施対象者 障がい者及びその家族等 

   ④実施形態 上益城圏域５町による協定 

   ⑤実施機関  Ａ ： 地域活動支援センター上益城きぼうの家（山都町） 

             Ｂ ： そよかぜ福祉作業所（益城町） 

             Ｃ ： 地域活動支援センターアントニオ（益城町） 
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  ４．地域子育て支援拠点事業 

    ①事業内容  

     親子の交流の場の提供、交流促進、子育てに関する相談・援助を行う。  

    ②設置数 １ヶ所 

    ③事業対象者 乳幼児を含む子育て中の親とその子ども 

    ④実施形態 委託 

    ⑤実施機関 業務遂行が可能な法人等 

             （令和７年度 NPO法人子育て談話室） 

 

 

  ５．生活困窮者支援等のための地域づくり事業 

    ①事業内容  

     福祉協力員の設置による民生委員と連携した友愛訪問や安否確認を行う。また、 

     見守り活動を展開する小地域ネットワークづくりやサロン活動を支援する。 

    ②設置数 拠点として各１ヶ所 

    ③事業対象者 様々な支援ニーズを抱える地域住民 

    ④実施形態 町の補助による民間事業の活用 

    ⑤実施機関 社会福祉法人御船町社会福祉協議会 
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５ 会議体の構成等  

（１）会議体の構成 

 これまでの取組及び「３ 現状の課題と今後取組むべき重要事項」による現状分析を踏ま

え、本計画の始期以降の会議体については、次のとおりとします。 

 

 １．情報共有連絡会議（月１回） 

   効果的な支援のために多職種による連携や多機関の協働が必要な場合で、重層事業 

  による支援の介入に関して本人の同意が得られないケースに対して行う会議。 

   個々の事例や必要な支援体制の方向性の共有、及び支援困難ケース等の課題整理 

  を行うものとして、多機関協働事業者が招集する。 

   法第１０６条の６に基づく支援会議に相当し、会議の構成員には守秘義務が課される。 

 

 

 ２．個別の情報共有連絡会議（随時） 

   各機関が持つ情報や支援方針の共有・整理を早期に行う必要がある場合や、共有す 

  る情報が乏しく各機関の持つ情報収集を急ぐ場合、あるいはケースにまつわる情報が錯 

  綜し整理が必要な場合など、定期に開催する上記（１）の会議を待たず、早期に開催す 

  る必要があると多機関協働事業者が判断する場合に随時行う会議。 

   上記（１）と同じく法第１０６条の６に基づく支援会議に相当し、会議の構成員には守秘 

  義務が課される。 

 

 

 ３．重層的支援会議（適宜） 

   重層事業が適切かつ円滑に実施されるために多機関協働事業者が招集するものであ 

  り、次の３つの役割を果たす。 

   ・支援プランの作成及び適切性の協議 

   ・支援プランの終結時等の評価 

   ・社会資源の充足状況の確認及び課題の共有  

   本会議は、本人から重層事業による支援の申込（本人同意）を受け付けたのち、支援 

  プラン作成等のために開催することを基本とする。 
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 ４．事業説明会（年１回） 

   重層事業は、複雑化・複合化した支援ニーズを有する者に対し、支援関係者がチーム 

  となって必要な支援を一体的に行うものである。このため、支援対象者ごとに必要となる 

  支援関係者が異なることが見込まれる。 

支援が円滑に進むためには、支援者となり得る各機関が、平時から重層事業を理解し 

ておくことが重要である。 

このため、庁内各部署をはじめ、重層事業に位置付けられる各事業の実施機関を対象 

に、定期的に事業説明会を所管課の主催で開催する。 

   なお、事業説明会では、必要に応じ、それまでの取組の報告や多機関協働事業者等 

による支援事例の紹介、また庁内外における各支援機関が行う事業内容の共有（研修

会）を兼ねて行い、町に不足する社会資源に気づき、それを補うための庁内外の機関と連

携した政策検討の契機とする。 

 

 

 
 

  【重層事業を通した会議体の全体イメージ】 
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 （２）構成員 

 各会議体の構成員は、原則として次のとおりとし、必要に応じ、民生委員その他支援関係

者を招集するものとする。 

 

 （１）－１．２．３． の会議 

 ◎主催 多機関協働事業者 

 ・福祉課（社会福祉係、地域包括支援センター、介護保険係） 

 ・こども未来課（子育て支援係） 

 ・健康づくり保険課（健康推進係） 

 ・学校教育課（学校教育係） 

 ・アウトリーチ等による継続的な支援事業者 

 ・参加支援事業者 

 ・生活困窮者自立支援事業者 

 ・障がい者相談支援事業者 

 ・上益城福祉事務所 

 ・御船町社会福祉協議会 

 

  （１）－４． の事業説明会 

  ◎主催 福祉課（社会福祉係） 

  ・庁内全課（局・室） 

  ・上記「（１）－１．２．３．」の構成員 
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６ 成果指標と進行管理 

（１）成果指標 

指標 
現状値 

（R6） 

目標値 

（R10） 

所管係以外の部署や機関から重層事業につながった相談件数 

（年度間における新規ケースをカウント） 
3 6 

重層事業の活用（情報共有連絡会議・重層的支援会議）を経て

課題解決（事案終結）に至った件数 
4 8 

重層的支援会議により多機関での協働支援に至った世帯数 

（同一世帯においては初回の開催のみをカウント） 

※第４期地域福祉計画と同指標 

3 

（R5） 
5 

今の場所にずっと住みたいと答えた住民の割合 

※第４期地域福祉計画と同指標 

61.1% 

（R5） 
72% 

 

（２）計画の進行管理 

 本計画は、第４期御船町地域福祉計画に定める基本目標２「適切な相談・福祉サービス

につながる仕組みづくり」のうち、重層事業に関する具体的な計画を定めるものです。 

 よって、地域福祉計画と同様に地域福祉を担う主体が互いに連携し、それぞれの役割を

果たしながら協働していくことが重要です。 

 また、計画の進行管理は、地域福祉計画の進行管理とあわせて進捗状況や方向性の確

認を行います。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行政及び各機関の取り組み 関係機関に報告し、取組の強化及

び行政施策への反映の検討 

 

Plan（計画） 

Do（実行） 

Check（点検・評価） 

Action（見直し） 

計画の策定 

各機関により取組の進捗を評価し、

事務局により達成状況を総括 

ＰＤＣＡサイクル 

による継続的改善 
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７ 参考資料（情報提供票） 

 


